
朝 監 第 2 3 号  

令和元年 10 月 29 日    
 朝来市長 多 次 勝 昭 様    

朝来市監査委員 山 下  司      
同    太 田   茂        

  令和元年度財政援助団体等監査の結果報告について（提出）    
 地方自治法第 199 条第７項の規定により、令和元年度財政援助団体等監査

を実施したので、同条第９項の規定により監査結果に関する報告書を提出し

ます。 
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令和元年度財政援助団体等監査報告書 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

地方自治法第 199 条第７項の規定による財政援助団体等監査 

 

２ 監査の対象 

(1) 対象団体 

社会福祉法人朝来市社会福祉協議会 

(2) 所管部局 

健康福祉部社会福祉課 

 

３ 監査対象の範囲 

平成 30 年度及び令和元年度に朝来市が交付した朝来市社会福祉協議会運

営事業補助金（社会福祉協議会人件費補助事業、災害ボランタリー活動サポ

ート事業）に係る出納その他の事務 

 

４ 監査の期間 

令和元年９月２日から 10 月 16 日まで 

 

５ 監査の方法 

監査にあたっては、対象団体及び所管部局から関係書類の提出を求め、事

前に事務局職員による予備監査を行うとともに、本監査日においては監査委

員が団体職員及び所管部局職員から説明を聴取して実施した。 

 

６ 監査の着眼点 

(1) 対象団体関係 

ア 補助金交付申請、請求、実績報告等の手続は適正に行われているか。 

イ 事業計画書、予算書及び決算諸表等と所管部局へ提出した補助金交付 

申請内容、実績報告内容は符合するか。 

ウ 補助金に関する会計経理は規定に従って適正に行われているか。 

エ 出納関係帳票の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類の整

備、保存は適切か。 

オ 会計処理上の責任体制は確立されているか。 

カ 精算報告は適正に行われているか。また、精算に伴う返還金の返還の

時期等は適切か。 

キ 補助対象事業は、計画及び補助金交付条件に従って実施され、十分効 

果が上げられているか。また、補助金が補助対象事業以外に流用されて

いないか。 
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(2) 所管部局関係 

ア 補助金交付の決定は法令等に適合しているか。 

イ 補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。また、公益上の

必要性は十分か。 

ウ 補助金交付に関する条件の内容は明確か。 

エ 補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

オ 補助金交付の効果及び条件の履行の確認、実績報告の内容検証等は適

切に行われているか。 

カ 補助対象団体への監督指導は適切に行われているか。 

キ 事業実績や社会情勢の変化を踏まえ、補助の在り方を見直す必要はな

いか。 

 

第２ 団体の概要 

１ 名称 

社会福祉法人朝来市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。） 

 

２ 所在地 

朝来市新井 73 番地１ 

 

３ 組織 

当法人は、次の組織により構成されている。 

(1) 役員   理事 12 名 

監事 ２名 

(2) 評議員  18 名 

(3) 執行機関 理事会 

(4) 議決機関 評議員会 

 

４ 事業概要 

朝来市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な

発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ること

を目的とした各種事業を行っている。 

 

５ 収支状況 

別表１のとおり 

 

第３ 補助金の概要 

１ 名称 

朝来市社会福祉協議会運営事業補助金（社会福祉協議会人件費補助事業、

災害ボランタリー活動サポート事業） 
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２ 交付の根拠 

・社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号） 

・朝来市社会福祉法人の助成に関する条例（平成 17 年朝来市条例第 131 号。

以下「条例」という。） 

・朝来市社会福祉法人の助成に関する条例施行規則（平成 17 年朝来市規則第

69 号。以下「規則」という。） 

・朝来市社会福祉協議会運営事業補助金交付要綱（平成 25 年告示第 30 号。

以下「補助金交付要綱」という。） 

・朝来市社会福祉協議会人件費補助基準（以下「人件費補助基準」という。） 

 

３ 交付の状況 

(1)  社会福祉協議会人件費補助事業 

ア 補助金交付手続の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 補助金交付の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）令和元年度の交付決定額は 32,346,000 円。このうち 50％が交付されている。 

手続種別 平成 30 年度交付分 
令和元年度交付分 

（７月末現在） 

交付申請日 平成 30 年４月 10 日 平成 31 年４月１日 

交付決定日 平成 30 年４月 10 日 平成 31 年４月１日 

変更承認 

申請日 
平成 31 年３月 11 日 ― 

変更交付 

決定日 
平成 31 年３月 11 日 ― 

交付請求日 

平成 30 年５月 10 日 

平成 30 年 10 月４日 

平成 31 年３月 31 日 

令和元年５月７日 

 

 

実績報告日 平成 31 年３月 31 日 ― 

手続種別 平成 30 年度交付分 
令和元年度交付分 

（７月末現在） 

交付日及び 

交付金額 

平成 30 年５月 25 日 

18,243,000 円 

平成 30 年 10 月 25 日 

10,945,000 円 

平成 31 年４月 25 日 

7,295,000 円 

令和元年５月 27 日 

16,173,000 円 

 

 

 

 

交付金額合計 36,483,000 円 16,173,000 円 
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(2)  災害ボランタリー活動サポート事業 

ア 補助金交付手続の状況 

 

 

 

 

 

 

 

（注）令和元年度分は、７月末現在において未申請。 

イ 補助金交付の状況 

 

 

 

 

 

 

 

４ 補助対象経費 

条例及び規則等に基づき、社会福祉協議会の運営事業に要する経費につい

て、補助金を交付するものであり、補助対象経費は、補助金交付要綱別表第

１及び別表第２において、社会福祉協議会人件費補助事業は、正規職員の人

件費で他の補助事業又は受託事業に同人件費が対象経費となっている場合は、

当該人件費相当額を差し引いた額とされている。 

また、災害ボランタリー活動サポート事業は、災害救援ボランティアセン

ター立ち上げ・運営・応援等の研修・訓練の実施・参加と災害対応等の事業

を行うために必要な経費とされている。 

補助対象経費の詳細については、別表２のとおりである。 

 

第４ 監査の結果及び意見 

社会福祉協議会は、全国の市町村に存在する公益性の高い社会福祉法人で

ある。地域福祉の増進を図り、住み慣れた地域で一人ひとりが互いに支えあ

い、誰もが安心して暮らせる地域社会の構築を目指して様々な事業に取り組

んでおり、補助金交付は公益上の必要性を有するものと認められる。 

調査した範囲において所管部局による補助金の交付事務、社会福祉協議会

による収支経理事務については、おおむね適正に行われていた。しかし、社

会福祉協議会による補助金交付の在り方及び交付事務手続の一部において、

是正・改善を要する事項が見受けられた。以下に意見を付してその状況を記

載する。 
 

手続種別 平成 30 年度交付分 
令和元年度交付分 

（７月末現在） 

交付申請日 平成 31 年２月 22 日 ― 

交付決定日 平成 31 年２月 22 日 ― 

交付請求日 平成 31 年３月 31 日 ― 

実績報告日 平成 31 年４月 18 日 ― 

手続種別 平成 30 年度交付分 
令和元年度交付分 

（７月末現在） 

交付日及び 

交付金額 

平成 31 年４月 25 日 

1,000,000 円 
― 

交付金額合計 1,000,000 円 ― 
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１ 補助金交付申請関係書類に関すること 

社会福祉協議会が作成した補助金交付申請書等において、補助金額に誤り

はないものの、必要事項の欠落、日付・金額等の記載誤りが散見された。補

助金交付申請等に係る一連の手続きについては、規則及び補助金交付要綱に

規定する様式、添付書類等を使用又は作成するべきであり、是正・改善を行

われたい。 

（社会福祉協議会） 

 

２ 健全かつ持続可能な法人運営に対する取組みに関すること 

社会福祉協議会が健全で持続可能な法人運営を行っていくためには、安定

的な財政基盤の確立が重要である。主要財源の一つである会費収入が減少傾

向であることが懸念される。様々な機会を利用して社会福祉協議会の事業活

動をＰＲし、会員の増加、会費の増収に努められたい。 

また、社会福祉協議会の平成 30 年度決算において事業活動収入の決算額に

占める介護保険事業と障害福祉サービス等事業の収入額の合計の割合は約

77.6％であり、これらは主要な事業となっている。これらの事業を今後維持

していくためには、福祉人材の確保が重要である。 

さらには、今後２年間で定年を迎える職員が法人全体の１割を占めるとの

ことであり、企画力やマネジメント力などの総合的な資質を有する職員や多

様で複雑な課題を抱える方々を支援するための相談援助等について高い専門

性を有する職員などの確保・育成が課題である。 

福祉人材や若手職員の確保及び育成に引き続き注力されたい。 

（社会福祉協議会） 

 

３ 補助金交付要綱及び人件費補助基準に関すること 

補助金交付要綱と人件費補助基準との間で補助の算定基準に関する規定の

整合性がとれていない。内容等を十分に精査し、適正な例規整備を行われた

い。 

（健康福祉部社会福祉課） 

 

４ 補助金の評価・検証に関すること 

所管部局は、市が策定した「補助金等適正化に関するガイドライン（以下

「ガイドライン」という。）」に基づき、補助事業の補助目的が社会情勢・市

民ニーズ等に即したものか、補助事業が補助目的に沿った適正なものか、補

助金の使用方法が合理的かつ効果的かどうかを定期的に評価・検証すること

を求める。併せて、評価・検証した結果を踏まえ、団体等の運営・維持のた

めの経費に対するガイドラインでいうところの「団体運営費補助金」として

交付されている社会福祉協議会人件費補助事業の在り方について見直しを検

討されたい。 
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また、ガイドラインで規定する「団体運営費補助金」の説明に、「団体が実

施する事業に公益性があると認定した上で、その団体の運営に必要な基礎的

経費を補助するもの」と表記されていることから、公益性を明確にする意味

でも、補助金交付要綱等に補助の目的を明記する必要があると考える。 

（健康福祉部社会福祉課） 

 

５ 所管部局による指導・監督に関すること 

所管部局による補助金交付申請書等の内容点検が十分でない。所管部局が

補助金申請関係書類を十分に審査・点検し、指導することにより、例規に従

って適正に補助金が交付され、当該補助金がその交付金額の範囲内で最大の

効果が発揮されることに繋がると考える。 

所管部局は県から移管された社会福祉法人指導監査を今年度中に実施する

とのことであり、当該指導監査においては補助金の会計処理についても指導

監査の対象になると考えられる。しかし、指導監査の根拠となる「朝来市社

会福祉法人指導監査実施要綱」は社会福祉法の改正に伴う例規整備が不十分

であり、また、同要綱で策定すると規定されている指導監査の実施計画につ

いても、実施方針や実施方法など内容の具体性に欠けている。 

所管部局においては、社会福祉協議会の所管庁として、十分に指導・監督

的役割を果たすことを求めたい。 

（健康福祉部社会福祉課） 

 



別表１　　収支状況

資金収支計算書








